
1．市民はどんな職業につき，どこから

　　所得をえているか

１　市民の所得水準

・横浜の市民所得の規模　　横浜の市民分配所得は，

昭和36年において，総額にして3,165億円にのぼる。

この額を，神奈川県および全国のそれとくらべると，

横浜の市民所得は，県民所得の42.5％を占め，これは

また国民所得の2.3％に相当している。６大都市のな

かでは，対全国比からみて，横浜の市民所得の規模は

第４位のレベルにある。大マンモス化した東京都の都

民所得が国民所得全体の19.9％という大きな比重を占

めているのを別格とすれば，これについで国民所得に

占める比重が高いのは大阪の5.7％で第２位,3位が

名古屋の3.0％であり，これらと比べると横浜の2.3％

はやや低いウェイトにある。それでも神戸や京都の

1.7％を上まわり，横浜は，東京を除いた５大都市

中，中位の位置にあるということができる。

・所得水準でも６大都市中第４位　　横浜の市民所得

を人口Ｉ人当りにすると，年間22万２千円となり，こ

れは東京の１人当り27万６千円，大阪の25万９千円に

ははるかに及ばず，また名古屋の23万６千円よりも低

いが，神戸の20万８千円，京都の18万４千円よりは高

い水準にある。この比較で特徴的なことは，図2―1

にみるように，昭和35年までは横浜の１人当り市民所

得は神戸をやや下まわっていたのだが,36年にいたっ

て上記のように同市を抜き，6大都市中第４位に上っ

たことである。事実，横浜の１人当り市民所得は，こ

の１年間に，対前年比で33.0％と大きな上昇を示し，

この上昇率は，市民所得総額の対前年増加率28.6％を

こえている。このことは，人口の増加よりも，経済活

動の規模と水準の拡大のほうが，著るしかったことを

図2－1
６大都市１人当り市民分配所得

意味している。そしてここに，近年における横浜経済

の伸びの一端が反映されているのである。

　とはいえ，１人当り市民分配所得からみたこのよう

な横浜経済の伸びと水準も，個人所得の段階にまでい

き渡るようになってはいない。つまり，市内外の法人

や官公機関の手に渡る所得部分を市民分配所得から差

引いた市民個人所得についてみると，その１人当り個

人所得の水準は，まだ神戸のそれをかなり下まわり，

京都のそれとあまり違わない低さにあるにすぎないＯ

このような事実の背後に，どんな所得構造の動きがか

くされているか，この点を知ることが大切である。

２　所得構造の現状とうごき

・勤労所得の比重は高いが構成比は低下　　市民分配
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所得のなかでいちばん高い比重をもっているのは勤労

所得であって，昭和36年において59.7％と全体の６割

近くを占めている。ついで法人所得が22.6％，個人業

主所得が9.9％を占め，個人賃貸料所得と個人利子所

得はそれぞれ4.6％，3.4％である。昭和36年の市民

所得の上昇に対する寄与率，つまり市民所得全体の増

分のなかで，各所得項目がどの程度のウェイトを占め

ているかの割合をくらべると，各所得項目のうちで，

勤労所得の与えた貢献度がもっとも大きかった。

　しかしそれは，勤労所得の市民分配所得における構

成比が６割前後と，いちばん高いからであって，その

構成比そのものの上昇を意味しているわけではない。

　表2－1の市民分配所得の構成比の推移をみるとす

ぐにわかるように，この年間に，全体の所得に占める

比重が年々低下してきた所得種類と，逆に増大してき

た所得種類とに，これを分けることができる。すなわ

ち，比重が年々低下しているのは，勤労所得，個人業

主所得である。この両者が歩調をそろえて比重を低下

させていることには関連があり，前者の比重低下が後

表2－1　市民分配所得の構成と増加率
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　者のそれをもたらした一因と考えることができる。な

　ぜなら，横浜における個人業主所得の６割以上は卸小

　売業，サービス業，農業であり，これら部門の顧客の

　多くは勤労者であるからである。

　・法人所得の比重は高まっている　　このような比重

　低下に対して，3年間にわたり比重の上昇をはっきり

　示しているのは，法人所得だけである。対前年比でみ

　ても分配所得中，それは高い増加率を示したが，この

　事実は，つぎの点と結びつけて考えるとき，きわめて

　印象的である。すなわち，従来横浜における法人所得

　の増加率は，全国および神奈川県下のそれを下まわっ

　ていたのだが，昭和36年にはこれらをかなり上まわる

　にいたったことである。これは経済成長にともなって

　本市でも企業活動がようやく活気を増すようになった

　ためである。

　　けれども，このような法人所得の上昇も，それがそ

　のまま市内にとどまって市民の個人所得になって還元

　されるとはかぎらない。市民分配所得統計における法

　人所得は，市内で発生した所得が推計されている。し

　たがって，市内で発生した法人所得は，もしその法人

　の本店が東京にあるならば，市外の本店に吸い上げら

　れて流出してしまう。もちろん，事業活動という形で

　は，それはふたたび横浜における活動にはねかえって

　くるであろうし，また所得としても，その一部が横浜

　居住の個人に配当という形ではねかえってこよう。こ

　の市民所得の流出入は，いったいどの程度だろうか。

　このことを６大都市の所得構造の比較によってたずね

　れば，そこに横浜の市民所得の構造的な特性が浮かび

上ってこよう。



３　所得の分配と個人への一流れ

・法人所得は市民個人に十分還元しない　この点を

たしかめるために，市民分配所得の構造と市民個人所

得の構造を比較しよう。図2－2の(a)に示した市民分

配所得の構成比較をみると，横浜市の分配所得中に占

める法人所得の比率22.6％は，東京の22.4％,名古屋

24.2％,大阪の22.8％と並んで,高い部類にあること

がわかる。ところが他方，同図(b)の個人所得中に占め

る個人配当所得の比重は，横浜市は６大都市中最も低

く，他の５大都市が5％から3％(京都でも2％)を

占めているのに，横浜ではわずかに1.5％にとどまる

のである。

図2-2 ６大都市市民所得構成の比較

　　　　　(昭和36年)

　このことからつぎのことがわかる。横浜の経済活動

の一特徴は，法人企業の活動によってかなりの部分を

支えられているにもかかわらず，市民が配当の形を受

けとる部分はまことに少なく，わずかしか市民に還元

していない。事実，横浜で活動する法人企業も，大き

いものになると，市内にあるのは支店とか工場だけで

ほとんどが東京に本店をもっているため，その所得の

多くは,東京にある本店に吸収されているのである。

そしてこの関係は，性格的に横浜に似でいる神戸が大

阪の経済圏に対してもつ同様な関係よりも，いっそう

強い度合いで横浜では作用しているということができ

よう。
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・所得再配分後の個人所得と非個人所得　　もちろん

市民分配所得と市民個人所得との差を構成する部分に

は，ア上記した法人所得と個人配当の差を示す法人留

保・法人税だけではなく,イ各都市で営む市営事業な

どの収益かおり，ウまたさらに国・県・市による税や

社会保険料の徴収と，国・県・市が個人に支払う失業

手当・保険給付・恩給などの，振替所得との出入があ

る。

そこで，こうした所得の第二次的再分配を考慮したの

ちにおいて，個人と，非個人（法人・官公機関）との

双方に所得の分割される割合を算出して，6大都市比

較を行なったのが表2－2である。

　この表をみるとわかるように，横浜における市民分

配所得りうち，法人・官公機関の手に渡る非個人の取

得純額率は，6大都市中最高の部類にある。しかもそ

れだけではなく，その比率そのものも，他都市とちが

って上昇をつづけている。とくに横浜では，非個人

　（法人・官公機関）に渡る所得純額のうち，前記した

イの交通・水道事業の収益は，赤字化の傾向をたどっ

表2－2 市民分配所得の個人と非個人（法人・官公機関）

への取得率

ているし，またウの社会保険負担と振替所得の受け払

い差も金額的には小さい。したがって，結論として，

個人以外の取得純額のうちの大部分は，アで占められ

結局のところ，市外本店法人の法人留保の増大として

市外に流出し，また，中央および地方の法人税の増大

となっていることが推定できる。

・勤労者中心の個人所得構造　　さて,もう一度図2

2にもどって,各都市ともいちばんウェイトの高い勤労

所得について吟味しよう。その(a)の市民分配所得の

構成では，勤労所得の比重が一番高いのは神戸で62.0

％，次いで横浜が59.7％であるが,(b)図の市民個人所

得における勤労所得の比率では，横浜が他都市をはる

かに上回わり，神戸をも大きく抜いて,70％という高

ウェイトを占めるようになっている。そればかりでは

ない。先にみたように，横浜の勤労所得の構成比は，

分配所得では低下傾向にあるのに対し，個人所得では

逆にやや上昇傾向にすらある。こうして，横浜の経済

は，近時，生産都市としてかなり伸びてきているにも

かかわらず，反面，市民の経済生活そのものは，勤労

所得の高比重に特徴づけられた構成を示しながら，ベ

ッド・タウン的性格をなおつよく残しているといって

よい。

　いまこの全産業の勤労所得を，勤労者１人当りの水

準にしてみると，表2―3にみるように，横浜のＩ人当

り勤労所得は，東京，大阪に次いで高い水準にあり，

東京経済圏との接触を反映している。さらに，表には

示さなかったが，第二次産業だけについての１人当り

勤労所得のレベルをみると，横浜は，神戸に次いで第

２位の高さとなる。それにもかかわらず，横浜総平均
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表2－3　　１人当り勤労所得の水準

の１人当り個人所得が６大都市中，京都とともに最低

位にあることは，勤労所得以外の１人当り個人所得，

つまり個人業主所得や個人財産所得などの１人当り水

準が，横浜においてはかなり低水準にあることを物語

っているとみられよう。

４　産業構造の実態と動向

・第二次産業からの所得比重が高まっている　　それ

では，こうした所得構造上の特徴をもっている横浜の

経済は，いかなる産業構造のもとにいとなまれている

か。図２－３の比較図からわかるように，横浜は６大

都市中，第二次産業の占める比重が最も高く，昭和36

年において53.5％であり，それは大阪の45.4％,名古

屋の44.6％，東京の44.0％，神戸の43.4％をかなり上

まわっている。第二次産業のなかでは，もちろん製造

業の占める割合が圧倒的であり，市内生産所得全体に

対し，横浜は46.8％なのに対し，他都市はすべて40％

を下まわる比重であるにすぎない。しかもこの比重そ

のものも，上昇をつづけている。

　表2―4にみるように，市内生産所得の産業別構成

比でみても，市民分配所得の産業別構成比でみても，

第二次産業の比重の上昇と，第一次・第三次産業の比

重の減少をよみとることができる。もっとも同表の対

前年増加率でみると，第二次産業の増勢は，やや鈍化

し，第三次産業の増勢がやや強まっているが，これは

横浜の人口の転入による社会増がもたらした住宅難に

　図2－3　６大都市の産業別市内生産所得の構成
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もとづく不動産業所得の上昇と，卸・小売業の拡大の

ためである。とはいえ，増加の率そのものでは第二次

産業は，依然として第一次・第三次のそれを越えてい

るのである。

・第三次産業からの所得比重は低い　　とくに同表で

第二次産業だけは，その市内生産所得に占める構成比

が市民分配所得に占める構成比を各年次とも上まわっ

ている点が特徴である。第二次産業のうちで，このこ

とがいえるのは製造業だけであり，これは横浜を生産

都市たらしめる主力が製造業にあることを示すものと

判断できよう。この点については，のちに「工業」の

表2－4　所得統計からみた産業構造

（ｲ）産業別所得の増加率と寄与率

項でくわしくふれるが，いずれにしてもこのことは，

裏がえしてみれば，横浜における第三次産業の比重が

他都市よりもかなり低いことを意味する。

　前図2―3にみるように，とくに特徴的なのは，第

三次産業のうち，なかんずく卸売・小売業のウェイト

が，6大都市中，横浜においては目立って低いという

ことであろう。とくに近年，横浜における卸・小売業

の増勢が著るしいにもかかわらず，その低ウェイトモ

のものは改まるに至っていないのである。ここにも，

東京経済圏の横浜への影響があらわれており，市民の

消費生活における東京への依存，および横浜商業活動

の東京経済圏への従属・吸収の一面をみるのである。

・生産と指摘性格とベッドタウン的性格と　　以上

を要約していえば，横浜経済における製造業の生産活

動の高ウェイト，卸・小売業の商業活動の低ウェイト，

これが市の産業構造を他の５大都市と異ならしめ，特

徴づけている集約的な指標だといってよい。そしてこ

の特徴を，さきに指摘した横浜の市民分配所得と市民

個人所得との大きな開きという事実に結びつけて考え

れば，そこでこの開きの中心問題となった，法人所得

の稼得先産業がいずこにあるかの推察をくだすことが

できよう。

　最近における横浜の経済は，製造業を主軸とする生

産の場を他の６大都市よりも高い比率で提供し，生産

都市としての色彩を強めつつあることは事実である。

それにもかかわらず，他面，市民の経済生活そのもの

は，勤労所得の高比重に特徴づけられた構成を示しな

がら,1人当り個人所得の水準において，6大都市中

まだ最低の水準にとどまっている。こうした近年の生
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産都市としての拡大の反面には，横浜の経済は，勤労

所得中心のベッド・タウン的性格を，なお色調つよく

残しているとみることができよう。

　以下，こうした横浜の市民所得の構造を，さらにた

ち入って調べるため，おもな業種ごとに分解して吟味

しよう。主要な問題点については，さらにこれを市内

の10個の区ごとに分けながら，その各々における特徴

が，全体としての横浜の姿を，いかに規定しているか

をたずねたい。まずその第一は，横浜の経済活動で高

いウェイトを占める工業についてである。

2．工業について

　１　工業のすがた

　・この7年間の超高度成長　　全国の工業生産（厳密

　にいえば生産額から原材料使用額や減価償却額を差し

　引いた純生産額を意味する付加価値額）のうち，神奈

　川県のそれは１割弱であり，横浜市の工業生産はさら

　に神奈川県の1/3強である。結局，全国の工業生産の

　1/30が横浜市で生産されていることになる。

　　この横浜市の工業にたずさわっている従業者４人以

　上の事業所の現金給与額は，図2－4によるごとく昭

　和30年の241億円から，昭和37年の750億円へと3.1

　倍に増した。付加価値額でみると503億円から2,869億

　円へ,5.7倍になっている。付加価値額から現金給与

図2-4　製造業における付加価値額と現金給与額の伸び

　　　　　　　　　　　　　　　　（従業者4人以上の事業所）
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